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ゼロカーボン北海道の実現 

 

（内閣府、総務省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、デジタル庁） 

【現状・課題】 

気候変動の影響が顕在化する中、2030年までに温室効果ガス排出量48％削
減、さらに2050年ゼロカーボンを目指して、地域の脱炭素化や地域資源を活用
した再エネの最大限の活用、二酸化炭素吸収源の確保など、経済と環境が好循
環するゼロカーボン北海道の実現に向けた取組への支援が必要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1)地域資源を活用した脱炭素化の推進 
（内閣府、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

(2)ゼロカーボン北海道の実現に向けた再エネの最大限の活用 
（農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

(3)吸収源対策と気候変動の適応に関する取組の推進 
（農林水産省、国土交通省、環境省） 

(4)グリーン×デジタルの一体的な推進（総務省、経済産業省、環境省、デジタル庁） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
①  海外の化石燃料への依存から脱却を図るため、バイオマスなどの地域資源

を活用した脱炭素の取組やそれに係る人材育成への支援の充実を図ること。 
また、北海道の気候風土に適した北方型住宅などの高断熱・高気密住宅の

普及や技術開発、既存住宅の性能向上、水素サプライチェーン構築に向けた
実証フィールドとしての本道の活用、フロン類対策の推進のほか、脱炭素に
資するコンクリートなどの建設資材等の認証制度の導入や地方公共団体が進
める事務・事業の脱炭素化への支援の強化を図ること。 

 
②  本道の多様で豊富なエネルギー資源を活かし、再生可能エネルギーの導入

拡大を図っていくため、洋上風力発電の早期導入に向けた環境整備や地域と
の関わりが深い再エネの導入促進、分散型エネルギーシステム導入への支援
などを行うこと。 

 
③  吸収量を確保するため、活力ある森林づくりや、クリーンラーチなど優良

種苗の安定供給、ＩＣＴ等により生産性の向上を図るスマート林業、建築物
における地域材の利用拡大などの取組に必要な支援を行うほか、ブルーカー
ボンの評価手法や効率的な藻場拡大技術を開発するとともに、海藻類の増養
殖の拡大などの取組に対し支援を行うこと。 
また、気候変動適応の取組を推進するため、地域気候変動適応センターへ

の財政支援や技術支援の充実、気候変動影響の把握・評価に関する科学的知
見や情報提供の充実、影響評価手法の開発を進めること。 

 
④  本道の特性である冷涼な気候や豊富な再生可能エネルギーを活用し、政府

のデータを保管する国のデータセンターの道内への設置に加え、民間データ
センターの国内拠点や大規模データセンターの集積に向けた北海道と首都圏
等を結ぶ大容量光ファイバ網の整備に必要な支援を行うこと。 
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再生可能エネルギー導入拡大のための電力基盤増強と支援の拡充 

 

（農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

【現状・課題】 

本道はもとより、我が国のカーボンニュートラルの実現に向け、本道の多様
で豊富なエネルギー資源を活かし、再生可能エネルギーの導入拡大を図ってい
くためには、道内の系統制約の解消や道外への送電インフラの増強とともに、
一層の規制・制度改革の推進などが必要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1)再生可能エネルギーの導入拡大に向けた電力基盤の増強（経済産業省） 

(2)洋上風力発電の早期導入に向けた環境整備（経済産業省、国土交通省） 

(3)地域との関わりが深い再エネの導入促進（農林水産省、経済産業省） 

(4)地域の実情に応じた固定価格買取制度の運用（農林水産省、経済産業省） 

(5)再エネの開発・導入の促進に向けた支援措置の拡充  

（農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
① 道内への洋上風力発電など再生可能エネルギーの導入拡大に向け、道内の
送電網や、本道と本州を結ぶ新たな海底送電ケーブルなどの電力基盤を、特
定の地域に偏らない費用負担のもと早急に整備すること。 

 
② 海底送電ケーブル等の整備と洋上風力発電設備の工事を同時並行で実施で
きるよう、促進区域指定の要件を見直すとともに、効率的な発電事業の実施
が可能となるよう、道内の港湾を基地港湾に指定すること。 

 
③ 畜産バイオマスや地熱など、地域との関わりが深い再生可能エネルギーの
導入について、系統混雑時の最優先利用を図るとともに、系統接続に係る事
業者負担の低減のための支援を行うこと。 

 
④ 固定価格買取制度における価格の設定においては、地域の関係者のエネルギ
ー地産地消の取組意欲を損なうことのないよう、地域産業と共存を図る電源開
発に配慮すること。 

 
⑤ 再生可能エネルギーの導入に関するコスト面などの課題を踏まえた調査研究
・技術開発を進めるとともに、地域特性に応じたエネルギーの地産地消の取組
や分散型エネルギーシステム導入への支援などを拡充するほか、小形風力発電
の設置基準の制定や地域マイクログリッド構築における制度面の課題解消など
規制・制度改革を進めること。 
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環境・エネルギー産業の振興に向けた支援 

 

（経済産業省、環境省） 

【現状・課題】 

本道では、全国でも有数の豊富な再生可能エネルギー資源を有しており、寒
冷な気候、広大な土地などといった地域特性を活かすことで、道内各地におい
て、地域に根差した小形風力発電機の開発やＣＣＵＳ（二酸化炭素回収・利用
・貯留）といった環境・エネルギー関連の多様な事業が展開されている。 
環境・エネルギー産業は大きな成長可能性を有し、雇用創出をはじめ大きな

経済効果が期待できることに加え、ゼロカーボン北海道の実現に資することか
ら、関連産業の育成・振興施策の一層の充実が必要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1)環境・エネルギー分野での技術・製品開発への支援の拡充 

（経済産業省、環境省） 

(2)本道の地域特性を生かした環境・エネルギー関連の実証事業の実施 

（経済産業省、環境省）  

(3)次世代自動車及び充電施設等の導入拡大への支援（経済産業省） 

(4)苫小牧地域におけるＣＣＵＳ実証事業プロジェクト等の着実な実施 

（経済産業省） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
① 地域に賦存するエネルギー資源や積雪寒冷地である北海道の地域特性を活
かした技術力やノウハウを掘り起こすとともに、ゼロカーボン北海道の実現
に向けた挑戦を地域経済の好循環につなげるため、環境・エネルギー分野の
研究、技術・製品開発に取り組む中小企業等への支援を充実すること。 

 
② 広大で冷涼な北海道の地域特性を活かしながら、様々な再生可能エネルギー
や分散型エネルギーリソースを活用した効率的な電力システムの構築などの実
証事業の実施を継続・拡充すること。 

 
③ 分散型・地産地消型エネルギーシステムを支える要素の一つであるＥＶ
（電気自動車）、ＰＨＥＶ（プラグインハイブリッド自動車）、ＦＣＶ（燃
料電池自動車）などの次世代自動車の普及に向け、導入補助の継続及び拡充
を図るとともに、充電設備や水素ステーションの適正な配置を促進するため
の支援を行うこと。 

 
④ 日本初の苫小牧地域におけるＣＣＳ実証プロジェクトについては、二酸化
炭素の圧入・貯留後のモニタリングを着実に継続すること。 

   また、その設備で分離・回収した二酸化炭素を資源として活用するための
カーボンリサイクル実証を推進し、苫小牧地域のＣＣＵＳ実証拠点化を図る
こと。 
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循環型社会形成の促進 

 

（国土交通省、環境省） 

【現状・課題】 

循環型社会を形成し、豊かな自然環境を将来の世代に引き継いでいくため、
廃棄物の再生利用、適正処理を推進していかなければならないことから、廃棄
物処理施設や浄化槽の整備、ＰＣＢ廃棄物の処理に積極的に取り組む必要があ
る。 
また、美しい海岸景観の維持や、海洋環境の保全を図るため、流木やプラス

チックごみなどの海岸漂着物の回収・処理を推進していく必要がある。 

 
【提案・要望事項】   

(1)廃棄物処理施設や浄化槽の整備促進（国土交通省、環境省） 

(2)廃止焼却施設の解体の促進（環境省） 

(3)ＰＣＢ廃棄物の適正かつ早期の処理の推進（環境省）   

(4)海岸漂着物等地域対策推進事業の予算の確保及び補助率の引き上げ（環境省）  

 
【提案・要望の内容】                                                       
① ダイオキシン類対策のため、一斉に整備されたごみ焼却施設等が更新時期
を迎え、必要額が一段と増加する中、施設整備の遅れは地域の適正なごみ処
理に支障を来たすことから、適切な施設更新等によるCO2排出量の削減も見据
え、必要額を満たす循環型社会形成推進交付金の予算確保や、緊急対策とし
ての新たな交付金制度の創設、既存制度の見直しなどを行うこと。 
また、浄化槽整備事業における助成率を下水道事業と同等の１／２に引き

上げ、浄化槽整備を一層促進すること。 
 
② 廃止焼却施設の解体については、循環型社会形成推進交付金の要件の更な
る緩和や、施設整備を伴わない解体のみの事業への新たな支援制度創設な
ど、支援施策の充実を図ること。 

 
③ ＰＣＢ廃棄物の処理事業を安全かつ確実に推進するとともに、平成26年の
「ＰＣＢ廃棄物処理基本計画」の変更に係る受入条件を遵守すること。 

    また、期限内処理に向け、広報や相談窓口の充実を図るとともに、処理促
進に向けた取組について、万全の体制を確保すること。 
さらに、地方公共団体が保有するＰＣＢ廃棄物の処理等に多額の費用を要

していること、ＰＣＢ特別措置法の改正による道の権限強化に伴う事務が増
加していることから、国においてＰＣＢ廃棄物の処理経費、保管者に対する
改善命令や行政代執行に要する経費等に対し、確実な支援を講ずること。 

 
④ 海岸漂着物等対策については、長期的な対応が必要であり、回収処理に係
る費用は地域にとって大きな負担となることから、漂着物等の対策を円滑に
推進できるよう、必要な予算を確保するとともに、全額を国庫補助とするこ
と。 
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